





The Effect on Management by the Enforcement of the Health Insurance Act in Japan 
-Mainly， Malung reference to the Investigations by Japanese Industry Club and 

































































































































































保 険 料 被保険者
総 額 lへ当り f佳定数
A.(i気工業会社 内 同 人
甲工場 2.655.34 2.128 1.248 
乙工場 2.441 57 2.390 1.022 
丙工場 331.16 1.96 169 
丁工湯 103.09 1.747 59 
B健康保険組合 653.20 1.633 400 
C鉄て所K工場 1.560 2736 570 
D麦酒会社 10.156.63 2.061 4.928 
Eセメ ン卜会計 間4.96 2.326 23日
F健康保険組合 1.069.96 2.642 405 
Gセメ ント会社
申工場 1.580 J 842 858 
乙工場* :i67.36 1.766 208 
丙工上易ポ 154.95 1.781 87 
H健康保険組合 2.056.60 1.791 1. 148 
I健康保険組合 4.887.47 1.418 3.447 
j健康保険組合 494.46 1.206 410 
K健康保険組合 3.929 2.97 1.323 
し健康保険組合 1.079.51 1.945 555 
M 紡緩会社 440.787.00 1.568 281. 14 
N活版製造所 526.488 1.216 433 
0健康保険組合 1.550.16 2.29 677 
P健康保険組合 225.40 0.731 3凶
Q船渠 U工場 2.170.34 0.915 2.372 
R舎 2.239.96 1.668 1.343 









































































































昭和 元年度 昭和 2年度
金額 (割合) 金額(割合) 金額(割合) 金額(常IJ合)
円 % 内 九 円 % 内 % 
健康保険収入 4.599.499 97.5 19.891，580 93.1 事務所費 165.780 4.2 629，390 34 
保険料 4，359，753 92.4 18.217，602 85.2 俸給及諸給 86，837 2.2 508.372 2.8 
同日L負間金 238，384 5.1 1，667，628 7.8 そ の {也 78.943 2.0 121.018 0.7 
徴収金 1.312 OJ) 6.359 。目 組合会 ti 18，247 0.5 22.509 0.1 
車且 d『1h 依 47，717 10 220，000 1.0 保険給付費 3.768.6槌 94.4 17，661.923 9!i.6 
寄 f.t 金 53，613 11 564，860 2，6 保健施設'(J 1，792 0.3 80，210 0.4 
そ の 他 17.952 0.4 199.496 1.0 そ v) 他 26.501 0，7 83.223 0.5 
繰 越 千住 451.011 2.1 
4，718，761 100 21，371.印7 100 H 3，991，008 100 18.477，255 100 
(注) 資料出所 『昭和元年度 ・2年度健康保険事業年報J185および403ページより作成するω
第4重量 健康保険事業収支決算額 (その2 政府管掌健康保険昭和元年度 ・2年度)





金額 (割合) 金額(害IJ合) 金額 (割合) 金額〈割合)
円 可b 円 % 円 % 円 % 
健康保険収入 3，848.567 76.8 18.219，369 91.9 健康保険事業費 3.888.579 19.778.301 
保険料 3.495.997 76.8 18.2l ，859 91.8 4隼 給 10.599 28 548.663 2.8 
借入金 350.000 7.7 1Ji 務 費 -139，864 11.3 1.443目109 7.3 
総収 入 2.570 0.1 7.510 0.0 保険給付費 3，309.499 85.1 16，845.889 85.2 
国防負包金 700，935 15.4 1.615.000 81 保健施設資 27.309 0.7 194，678 1.0 
諸支出金 1，308 0.0 745.962 3.8 
4，549.502 ) 00 19，834，369 100 J十 3，朗8.579 100 19，778.962 100 
(注) 資料lJj所『昭和Je$度 ・2年度健康保険事業年報j 185および403ベージより作成するu










316組合として ，それぞれ， 174円87銭， 19円25銭とな

























































































































ものは， A社甲工湯.G社内工湯， M社.0組合の 4{9IJ 
















( 6 ) 
第6表 その他の負担 (1927年 l月末l

























D麦酒 会 礼 |なし。
Eセメ ノト会社 |なLu






















































73臼 公傷休業(j • 1名 休業日数一21日であ吋て、これを従来の補助法織により扶助寸
ると、治療~"'51円 10銭 u 日70銭の割合) 休業扶助料…23円94銭 (賃令 1Pl90銭のも
の)とな「て、合計75内04銭の負担である。;然るIC、健康保険法による 2カ月分の会社民
但の保険料は433内48銭Kして、従来の負倒iζ対しがJ5.78僚にあたる，tiお、当所過去3











共済会の lカ月予均の負伺額の 1，342円10銭IC対し、健康保険法Kよる昭和2年 Ifl分の













共済会IC:よる負担 721円 419円 d. 302円
扶助法規iζよる負jI} 792円 146円 ム646円
計 1 ，5 1~ 円 561 円· A948円
鍵雌保険による負j日 …ぃ 1.960円 1.960同


























































会社 ・組合名 規僕 従来負担 新規負担 上位加率
A電気工業会社 人 問 円 可
乙工場 1.022 427.64 1，839 430.0 
丙工湯 169 83.50 216.74 259.6 
丁工湯 59 58.18 .4_." 
B健康保険組合 400 172.37 151¥.9<1 89.9 
C鉄工所K工湯 570 512 268 52.3 
D麦酒会社 4.928 ・ー・ー 4，166.67 ... 
Eセメ ント会社 236 . . -・・・ 約 10
F健康保険組合 405 -・ー・.ー 遥I(多し
Gセメント会社
甲工t長 858 1，342.09 149.99 11.2 
乙工場 208 114.94 252.42 219.6 
H健康保険組合 1.148 4拘.85 722.32 144.5 
K健康保険組合 1.323 948 1，012 106.8 
L健康保険組合 555 .，.，. -・・- 約200











































佐~)を凡ても，政n-健保の被保険者料率の 2 ~ (法定)
を下回るものは 12ftJであり.品]じく 2~ちは 6ftJてあり.


















第 9表被保険~保険料の負t.!!状。t (1927~下 I f1 ;td 
被保険者負但保険料
総 宮高 l 人当りて字句実収入比~，
八2電気工業会社 内 内 q目
叩工場 1.233.33¥11 1，00'1 1.7 
乙工場 1.20.713 1.195 2，0 
丙工i易 14.42 0，677 1.375 
了工場 5155'21 0.87 22 
8健康保険組合 325.89 0.815 24 
C鉄仁所Kム局 7ROOO l.25 171 
o tl.柄会社 13 




乙工場 183.68 0.029415 1.3 
丙工t場 713.32 0.030岨l l日
H健~Il保険組合 1，028，60 0896 2銭 6f'!，161 
I位取保険組合 1，423.08 約 0.70 2 
j健康保険組合 0.603 1.5 
K健保保険組合 l加O.OU 147 2何1
L(i悠!泉保険組合 121 2銭の容IJ合
M 紡納会社 16.189.97.惜) 0.575帥) 2 
N活版製込所 0608 
0健殴I!t!・険組合 1 15位 1.92'91 
P低hl保険組合 0.55 1.6 
Q船祭 U工湯 0.94 .， 1 7ga~ 
R 4L4A ・
















































































































































































A社甲，内，了の3工場 t Di土， G~土EtJ，乙，内め 3エ
場， J組合， M社， P組合の10例を数えるロ乙れに，資
料な <r不明Jなどと答えたものを「平沼 ・無事」のこ




















総合， C社 (意味不明のと乙ろもあるが)，五U:の5f?1J 
4ζすさず.むしろ少数派であ名。乙れに対して，余り効
果のなかったとするものはD社， G社甲，乙，丙工場，

























































































































































というのは， N社， 0組合， Q社てあ灼， C社も含めよ
うとすれば含めてよいかも知れ江い。乙れに対して.回




















































































































































































































I月 2月 3 Jl 4月 5月 6刀 7月 8月 9月 10 H 1 月 12月|平均
192fi年 91.8 92.9 931 92.9 92.9 93.7 92.4 90.4 89.7 93.1 94.2 94.8 I 92.7 
1927 93.4 93.5 
R 舎(出動率)
1月 2月 3月 4月 5月 6η 7月 8月 9月 10月 1月 12月 平問
95.6 95.9 95.3 95.9 96.2 95.9 93.6 94.5 96.2 97.0 97.1 95.7 
1927 I 95.1 96.1 
診は余り大きな変化はなかったが，私傷病による受診に (51 その後の調査一一ー 健康保険組合における傷病および
i勃加を見たと答えたものがやや目立つということであろ 休業数の実情調査 (全国139組合)
う。 とζ ろが 以上でみたように，比較的経微な影響にも
それは，特lζ，経微な疾患や慢性的疾患による受診が かかわらず.工業倶楽部が社会局の諸問 (6月15臼)に
増加したのてあるが，その乙とによ って欠勤するという 対してなした答[1および怠見 (7月15円)では，かな り
こともなく，労働絵本に影響を及lます乙とは少なか「た 深刻な影響を受けつつある ζとを強調している。 すなわ








-356一 社会福 ~JL 学

















































































B健康保険組合|公傷率 実胞前 1.8 % 
実施後 ).0 % 
私傷2事 実施前 2.0%























































1926年 1927年 1926年 1927年 1926年 1927年
割 E開{ 軍可 11 蚤惜 I~ 
1 }ヲ u.l6 0.18 2.45 2.68 0.23 0.20 
2丹 0.1 7 0.20 2.58 3.35 0.25 0.27 
3月 0.18 0.21 2.54 319 0.24 0.29 
4月 0.17 0.21 2.58 3.20 0.26 0.28 
5月 0.16 0.19 2.80 3.33 0.24 0.30 












I tl所l 協調会調査諜 l健康保険法改正意見絹録」





























1926年 1927年 1926年 1927年 1926年 1927年
割 割 !ll 割 割 制
1月 1.92 164 1.62 2.27 0.64 0，78 
2月 3，03 2.51 2.58 5.09 0，65 1.07 
3月 2.96 2.58 2.67 5，82 0.62 1.08 
4月 3.39 2，75 2.80 6.12 0.65 1.14 
5月 3.58 3.31 2.80 6.77 0.67 1.22 













工 場 鉱 lU 
1926年 1927年 1926年 1927年
日 日 目 目
l人 1tJ)-jの
平均休業日数 0.61 0.65 136 2.24 
i年間推定




















































第22表 工場.鉱山における業務上、業務外の傷病数の割合の地加状況 1926-1927年 (1 5月J
工 湯
I 926年 1 9 2 7年
業務上 業務外 業務上 業務外
1 .FI 6% 94 % 6% 94 % 
2月 6 94 6 94 
3刈 7 93 6 94 
4月 6 94 6 94 
5月 6 94 6 94 




1 9 2 6年
業務上 業務外








192 7年 1 926年 1 9 2 7年
業務上 業務外 業務上 業務外 業務上 業務外
429百 58第 31句 69% 25 % 75% 
33 67 36 64 23 7 
31 69 35 65 22 78 
31 69 37 63 23 7 
33 67 37 63 23 77 
34 66 35 65 23 77 
坂口:資本家からみた{也戚保険法随行の影轡 35!l 
第23表 工t身、鉱山における欠勤円数および欠勤率の
増滅状l}t(内務省H会局調査 1926-1927年 1 5 J]) 
調査 調査 欠 動 日 数 欠勤率(%)
3長 電 対象 対象 傷病に因 その他に 傷病に その他
数 期間 る も の 困るも の 図 る IC図る
1926年 499.166 865，649 3.0 5.3 
染色工業 56 1927年 545.14 768.819 3.4 4.8 
増減 45，948 696，830 0.4 60.5 
1926年 245，6印 546.6印 3.2 7_2 
機械及器具工場 33 1927年 363.152 564.535 4.8 72 
土色 減 17，492 17.867 1.6 
1926年 70.607 231.866 L8 5.9 
化学工業 28 1927年 117，351 211.919 3.1 5.5 
土台 滅 46.744 ゐ109.867 1.3 1¥ 0.4 
1926年 9.747 12.521 2.3 2.9 
飲食物工業 5 1927年 10，417 1.340 2.5 2.6 
I持減 670 61，181 0.2 /.0.3 
1926年 14.897 39，130 15 3.8 
雑 工 場 7 1927年 22，283 41，479 2.3 4.2 
土台 減 7，344 2，3~9 0.8 0.4 
1926年 20，058 29，345 38 4.8 
特別工業 8 1927年 2.121 31，681 3.6 5.2 
附減 2.063 2，336 0.4 0.4 
1926年 174，034 246.773 5.1 72 
金属鉱業 15 1927年 199，866 221.552 5.8 64 
t惣滅 25，832 2，522 07 ム0.8
1926年 767，266 1，729，191 79 17.8 
石炭鉱業 26 1927年 1，113，271 1，833，483 lL7 19.3 
増減 3<'16.005 合 104，292 3.8 1.5 
1926年 1，801.432 3，791.143 42 • 8‘5 
合 t十 178 1927年 2，393，530 3.684，809 5，6 8.7 




l資料出所1m*玄「其の後の健康保険Ir社会政策時報J 1927年 7月号 73-4ペー
ジより作成する。
拙速のそしりを免れないとζ ろであろう。 健保ICおいて少数 (1927年4月で組合=80万人.政管=
そζで，さらに長期にわたる統計資料が必要となるが 116万人}だったから，組合健保において受診率は高か「
民間の調査でl;t得られなし、ので，政府の公的統計により， たζとになる。




図の上のものは療廷の給付の件数である。政l¥'1ll保と さらにいま l ついえるととは.~首位保および健康保
組合健保の件数を比較すると， 1927年から28年のはしめ 険組合ともによく似た経過をたど勺ているという ζとで



















































































































業事E 会社 ・健康保険組合名 所在地 組合設立








附東京石川島造船所 東京 u 
赤線検温器削
大日本tu!ま附
附東京;十日告製作所 東京 l) 
岡大島製鋼所 東京
蟻倉電線附 東京 。





















|司上 高校坑健保組合 2定以 。
東Fs炭破阿弥生鉱業所











































































































































































































































当時 療 養 人 員
被保険 業務上 業務外 ~ ヨ 5十
者数 人員 % 人員 % 人員 % 
1925年11月-26年10月実11- 3.152 155 4.9 38 1.2 192 6.1 
法実施前(1926年度)の予算 3.152 155 4.9 78 2.5 233 7.4 
法実施後0926年度)の実'fI. 3，456 186 5.4 412 11.9 598 17.3 
同 上(1927年度)の予算 3，338 142 4.2 172 5.1 314 9.4 
向上(1927年4月分)の実n 3.293 113 3.4 366 JI.l 479 14.5 
制 % (割合)は療養人貝/当時被保険者数
第27表 公私傷病各月別表 1926-27年大日本炭磁高荻坑健保組合
私 傷 病 数 公 傷 病 数
年月別 l 月 2 月 3 月 4 月 合計 1 月 2 月 3 月 4 月 dEh3n宝」ιp 
1926年 26 31 27 37 121 80 78 83 82 323 
19幻年 46 78 122 139 385 60 54 69 96 279 
b包減 20 47 95 102 264 ム20 ム24 。14 14 ム44




































































稼 人 の {窃 病 稼人の休業
嫁人 業務上の傷病 業務外の傷病 総 割合 家族 休業 割合総数
休業従業 休業 就業 b/a J台tI:i治療 c/a a 
治療治験 治療 治療 言十 b % 数 数 c % 
1926年 280 10 3 13 7 4 1 24 8.6 54 17 6.1 
3月30口
1927年 316 17 6 23 15 14 29 52 16.5 63 32 10目l
1926年 276 9 2 1 8 7 15 26 9.4 52 17 6.2 
4月30日
1927年 310 19 16 12 28 52 16.7 11.3 5 24 75 35 
1926年 281 12 3 15 8 3 1I 26 9.3 57 20 7.1 
5 J)301: 
1927年 23 4 19.t1 69 289 24 5 29 27 56 47 16.2 
1926年 平均 279 10.3 2.7 13 7.5 4，7 12.3 25.3 9.1 54.3 18 6.5 
1927年 平均 305 20 5.3 25_3 18 10 28 53.3 17.5 69 38 125 
(25) 
-366 役会?亘枇学
第30表 従業員の欠勤の増加状況〔人数と割合) 1926-27年 藤倉電線
9 2 6 年
稼働 者 欠勤者 欠勤者
延人員 延人員a 百分率
l月男 14，496 726 5.0 
女 4.317 481 11.1 
2月男 17.863 807 4.6 
女 5，270 590 11.2 
3月男 16，575 986 5.9 
女 5，244 616 11.8 
4月男 17，521 1，184 6.8 
t; 5.650 711 12.6 
平均男 16.614 926 5.6 
女 5，122 600 11.7 































9 2 7 年 1926-27年
稼働者 欠勤者 欠勤者 欠翌日j 者
延人員 延人員b 百分率 増減率
13.975 798 5.5 9.9 
4.260 609 14.3 26.6 
18.050 1，032 6.2 27.9 
5.639 854 15，1 44.7 
17.505 914 5.2 6. 7.3 
5，515 852 15.4 38.3 
18，589 1，076 5.6 6. 9.1 
5，991 899 15.0 26.4 
17.030 955 5.6 3.1 
5，351 804 15.0 34.0 







印刷所では.1927年 1-3月と前年同期と比較して， 3 













1月 2月 3月 4月 5月 平均
1926年a 6.3 5.9 6.0 5.6 5.9 5.9 
]927年b 6.0 7.9 7.4 6.6 7.6 7.1 
増 減 ム0.3 2.0 1.4' 1.0 1.7 1.2 







































l月 2月 3月 4月 合計
1926年欠勤人民 8 4 3 16人
口 数 103 60 12 13 188日
1927年欠勤人員 1 日 8 8 33人



















よる休業が地加した ζ と， (21男子より女子lC顕著らしさ
乙と(藤合電線のみであるが)， 131休業人員よ内も日数








4 -6日欠勤 7 -10日欠勤 1]-31日欠勤
1926 1927 1926 1927 1926 1927 
1月男 16 1 :-1 5 6 13 19 
女 7 5 5 14 15 
2月男 9 12 4 10 12 16 
女 2 6 3 7 16 17 
3月 男 7 19 12 s 16 18 
女 1 9 2 13 21 
4月男 13 14 6 5 17 12 
t:. 4 6 5 8 15 
合計男 45 58 27 26 58 65 
ちE 18 24 1 19 51 68 
総計 63 82 38 45 109 133 







男 女 言十 男
1926年 87.1 74.2 85.7 82.8 




























女 言十 男 女
68.6 81.3 86.1 72.4 84.5 
63.1 79.9 85.2 68.9 83.2 
第37表健康保険法案施前後傷病者比較表(1日平均)
1926-27年 入山係炭
当時 休 業 人 員
被保険 業務上 業務外 合計
者 数 人員形 人員% 人員形
1925年1月-26年10月実算 3.152 121 3.8 25 0.8 146 4.6 
法実施前(1926年度)の予算 3，152 121 -3，8 37 1.2 158 5.0 
法実施後(1925年度)の実算 3.456 167 4.8 249 7.2 416 12.0 
同 上(1927年度)の予算 3.338 1283.8 85 2.5 213 6.3 

















I 9 2 6 年 9 2 7 fF 休業者
稼人 業務上 業務外 休業率 業務上 業務外 休業率 増加率
休業 休業 H b 総数E 休業 休業 計 d d/b名総数a 治療 治療 b/a 9百 治療 治療 d/c % 
l月10日 し028 21 22 43 4.2 1.009 26 22 48 4.8 11 
2月!o臼 1，007 26 18 44 4.4 979 36 72 108 11.0 250 
3月10日 951 12 20 32 3.4 971 38 86 124 13.0 382 
4月10日 850 13 13 26 3.1 849 31 80 11 13.0 418 
合計 3.836 62 73 145 3.8 3.808 131 260 391 10.3 270 
(28) 
仮口・資本家からみた健康保険法胞行の影響 -369-
第39表 公私傷病各月休業率比較表 1926-27年 大日本炭鴎高萩坑健保組台
月 2 月
年月日 延日数 巨百 延日数 脅百
手'L I易 1926年 428 1.6 463 1.9 
病休 1927年 622 2.4 1.033 4.2 
業 J事 機械 J94 0.8 570 2.3 
公傷 1926年 804 2.9 931 3.7 
病休 1927年 710 2.7 7J8 2.9 




































3 月 4 月 メEミコ
延日数 % 延日数 % 延日数 % 
436 1.6 503 1.9 1，830 1.7 
1.815 6.5 2，006 7.3 5.479 5.1 
1，379 4.9 l，fi03 5.4 3.646 3.4 
959 3.4 1，213 4.5 3，907 3，7 
834 3.0 1.014 3.7 3，276 3.1 






































































































































































及I~す ζ とは疑L 、なしJ とのべているのである。

















































































































































それ蜘ζ.船長保険法はむしろ正叩ζ繊能したのてあー も，当然の乙とであ 「たかも知れな~ '0 





























































































































































































































































































































































































りれる (1926年1-4月の予均欠勤司訂正男 5，6労 &:11.7% 27'rjo1-4月、lL均で



























































































































































7 )岡上『二十五年史(上巻)J . 569ベージ。







































































































































































養，'i ~.l2.48 日， 女 1. 45日 .休業は努0 .61 日 . 女0 . 60
































As soon as the Health Inswance Act in Japan was enforced加 1927，employers， employees， and doctors objected 
against the Health Insurance Act and the enforcement. In addition， sick benefit increased more largely and rapidJy 
beyond the government's expectatlon before the enforcement. 
10 June j 927， government thought that it was unavoidable to reform世間 HealthInsurance Act. And then， govern-
ment InquIred of the firms and bodies concerned about the reform of the Act. In response to it， afew bodles， Japanese 
Industry C1ub and Tokyo αtamber of Commerce， made investigation into the effects on magagements by the enforce-
ment of the Health Insurance Act and inquired proposals relating to reform of the Act. 
ηlis study theme is to re.appreciate these investigations about the effects on managements. Concerning the effects， 
we try to survey the cost of produc討on，prodductivity， workers' diligency， harmonization of management and labour， 
and cost of living etc. 
According to廿tisstudy， a bsence from work and sick benefit increased more 1argely than the previous year before 
the enforcement of the Health Insurance Act， and managements suspected them of workers' pretended sickness or 
ideIness. Miner management suffered them， but factory managements -especially， atthe individual management level 
-did not suffer from th巴 reductiono[ productivity. Even though the productivlty decreased， itwas ooly a passing 
(44) 
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phenomenon. Or rather， managements expected that the Health Insurance Act had an effect on workers' good health 
and medical care. 
Therefore， we can conclude that in spite of considerable faults， the Health Insurance Act operated normally and 
effieicntly， and the proposals of reform by the managements couldn'， be accepted eventual1y. 
(45 ) 
